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１．15年９月期の連結業績（平成14年10月１日～平成15年９月30日） 
(1) 連結経営成績                                （百万円未満切捨て） 

 売上高 営業利益 経常利益 
 百万円  ％ 百万円  ％ 百万円  ％ 

15年９月期 131,694       0.1 1,512    △ 4.7 1,841    △ 5.4 
14年９月期 131,597    1.9 1,587  △ 7.6 1,946  △ 1.9 
 

 当期純利益 １株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株主資本 
当期純利益率 

総資本 
経常利益率 

売上高 
経常利益率 

 百万円  ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
15年９月期 997       0.8 143 20 ― 8.1 4.7 1.4 
14年９月期 989   18.9 142 02 ― 8.5 4.6 1.5 
(注)①持分法投資損益     15年９月期     ― 百万円  14年９月期     ― 百万円 

②期中平均株式数（連結） 15年９月期     6,850,318株    14年９月期 6,968,232 株 
③会計処理の方法の変更  無 
④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
(2) 連結財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 
 百万円 百万円 ％ 円 銭 

15年９月期 39,575 12,723 32.2 1,865 38 
14年９月期 38,201 11,985 31.4 1,731 21 
 (注)期末発行済株式数（連結） 15年９月期 6,812,000 株    14年９月期 6,923,000 株 
 
(3) 連結キャッシュ･フローの状況 

 営業活動による 
キャッシュ･フロー 

投資活動による 
キャッシュ･フロー 

財務活動による 
キャッシュ･フロー 

現金及び現金同等物 
期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
15年９月期 1,898 △ 378 △ 324 4,153 
14年９月期 △ 3,518 △ 1,083 △ 1,018 2,958 
 
(4) 連結範囲及び持分法の適用に関する事項 
連結子会社数    4社   持分法適用非連結子会社数  ― 社   持分法適用関連会社数  ― 社 

 
(5) 連結範囲及び持分法の適用の異動状況 
連結 （新規）  ― 社  （除外）  ― 社  持分法 （新規）  ― 社  （除外）  ― 社 

 
２．16年９月期の連結業績予想（平成15年10月１日～平成16年９月30日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 
 百万円 百万円 百万円 

中間期 65,900 690 440 
通 期 137,100 1,740 1,000 

(参考)１株当たり予想当期純利益（通期）   144円 30 銭 
 
※ 業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は
今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。 
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(株)トーカン 

連結財務諸表 
提 出 会 社 

（関連会社） 
(株)東海酒販 

(子会社) 
○太平洋海苔(株) 

 
(子会社) 
○(株)トーシン 
 エクスプレス 

不動産の
賃借 (子会社) 

○東海地域スパー本部(株) 

１．企業１．企業１．企業１．企業集団集団集団集団の状況の状況の状況の状況    
当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社トーカン）、子会社４社及び関連会社２社に

より構成され、食料品の卸売業を主な事業の内容としております。 

当社グループの主な事業内容は次のとおりであります。 
会社名 主な事業内容 摘要 

株式会社トーカン 食料品を中心とする各種商品の卸売業を主とし、あわせ
て、製造加工、その他日用一般商品の販売を行っておりま
す。 

提出会社 

東海地域スパー本部株式会社 ボランタリーチェーン本部として加盟店経営に関する指導
及び不動産の賃貸業を行っております。 

子会社 

株式会社トーシンエクスプレス 自動車運送業及び倉庫業を行っております。 子会社 
太平洋海苔株式会社 海苔の加工及び販売を行っております。 子会社 
王将椎茸株式会社 椎茸の加工及び販売を行っております。 子会社 
株式会社豊橋トーエー 主に愛知県東三河地区で食料品を中心とする各種商品の卸

売業を行っております。 
関連会社 

株式会社東海酒販 酒類、食料品の卸売業を行っております。 関連会社 

また、事業の種類別のセグメント情報の記載を省略しているため、事業の種類別セグメントとの関連は記載

しておりません。 

以上の事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。 

 

(注) ○印は連結子会社を示します。なお、持分法適用会社はありません。 
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２．２．２．２．経営経営経営経営方針方針方針方針    

(1) 経営の基本方針 
当社は、「食生活の向上、得意先の発展のため常に新たな流通革新に挑む」ことを経営の基本理念に掲

げております。中間流通業として機能強化とローコスト・オペレーションを追求するとともに、取引先と

のパートナーシップによって、より効率的な流通システムを構築することに取組んでおります。 

卸売業にとって「お客様の繁栄なくして当社の繁栄はない」ことを強く意識し、得意先と強固な取組

み関係を築き、ご支援を続けていくことが当社の使命であると認識しております。卸中抜きが叫ばれる昨

今ではありますが、機能をもつ卸売業の役割は増えることはあっても、減ることはないと考えます。マー

チャンダイジング機能、ロジスティクス機能、リテールサポート機能の強化を図り、加工食品、要冷食品、

業務用食品といったカテゴリーの商品供給にとどまらず、素材開発からメニュー提案まであらゆる食シー

ンをサポートする「食生活の創造カンパニー」を目指しております。 

また、当社では、特定の地域に特化するが主力得意先の広域展開には積極的に対応する卸売業として

「スーパー･リージョナル･ホールセラー」を標榜しております。日本全国を商圏とするナショナル･ホール

セラーにはできない、よりきめ細やかなサービスを提供し、地元企業の更なる発展を支援してまいります。 

 

(2) 利益配分に関する基本方針 
当社は、株主に対する利益還元を経営の重要政策の一つとして位置付け、収益力の向上と安定した配

当を継続してまいりたいと考えております。 

また、内部留保につきましては、企業体質の強化と今後の事業展開のための資金として活用してまい

りたいと考えております。 

 

(3) 投資単位の引下げに関する考え方 
当社は、当社株式の流動性向上及び株主数増加を重要課題と認識しております。そのため、利益還元

の充実に加え、積極的なＩＲ活動を推進してまいりたいと考えております。 

投資単位の引下げにつきましては、株式市場活性化のための有用な施策の一つではありますが、一方

では、相当の費用がかかることが想定されるため、今後の市場の動向並びに要請、法令改正等を勘案して、

慎重に対処したいと考えております。 

 

(4) 中長期的な経営戦略 
今般、平成15年10月を始期とする５ヵ年の新中期経営計画「Ｎｅｗ ＳＴＡＧＥ ２１」を策定しまし

た。中期ビジョンとして「ソリューション・カンパニーへの飛躍」を掲げ、その実践のため得意先との課

題を共有し、今まで以上に迅速かつ柔軟に対応してまいります。卸売業として中間流通機能を発揮し、得

意先の信頼を得て、真のスーパー・リージョナル・ホールセラーとして発展を遂げるためには、販売チャ

ネル戦略を明確にするとともに、経営品質の向上を図り、得意先から期待される機能の強化と拡充のため

に努力し、顧客満足を高める必要があります。 

今後は、従来型の商品営業を強化するだけではなく、得意先の課題解決を行なうソリューション機能

が発揮できる営業がますます求められるようになると考えます。徹底したローコスト・ハイサービスを追

求し、得意先自身の競争力向上に寄与していくことが前提になりますが、その上で、得意先のビジネス上

の課題に対して、複合的かつ創造的な解決策を、自社の総力をあげてスピーディに提供し、長期のパート

ナーシップを構築していく営業スタイルへの転換を行なう必要があります。また、ロジスティクスやマー

チャンダイジングに精通し、得意先の課題解決のための企画と実践を強力に推し進めることのできるトー

タルシステムオルガナイザーを育成してまいります。 

具体的には「リーダーシップが発揮できる人材の育成」「情報機能の活用とマーチャンダイジング、ロ

ジスティクス、リテールサポートの高度化」「顧客満足を通じた収益重視の仕組みづくり」を行動指針と

して活動してまいります。 
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当食品流通業界では、消費者の求める食ニーズも多種多様になる一方で、流通外資の参入も含めた業

界再編が急速に進んでおります。勝ち残りを目指して、コンビニエンスストアの高度化支援、量販店・食

品スーパー・小売店の活性化支援、外食・中食産業の成長支援など、積極的にビジネスを展開してまいり

ます。 

 

(5) 対処すべき課題 
今後の見通しにつきましては、景気は先行きに若干の明るさが見られるものの、本格的な回復には至

っておらず、未だ予断を許さない状況が続くものと思われます。 

食品流通業界におきましても、更に競争激化が進み、流通外資・総合商社・大手小売業が主導する業

界再編が加速することが予想されます。 

このような状況の中で、新中期経営計画「Ｎｅｗ ＳＴＡＧＥ ２１」を達成することが、最大かつ緊

急の課題であります。当社では、全社プロジェクトとして「Ｎｅｗ ＳＴＡＧＥ ２１委員会」を設置し、

目標完遂に向けて全社一丸となって取組んでまいります。 

平成16年９月期では、「アグレッシブに挑戦する機能集団創り －社員・部門・会社－」をスローガン

に、「ソリューションビジネスへの基盤づくり －“Ｎｅｗ ＳＴＡＧＥ ２１”による業務改革－」と「人

間関係から機能関係への意識改革 －ＩＴ活用力・システム力・コミュニケーション力－」を基本方針と

して、企業体質の強化に取組んでまいります。 

とくに得意先に対する一括物流・共同配送など、物流を基軸とした提案活動を積極的に推進し、得意

先ニーズへの対応と更なる顧客満足の向上に努めてまいります。物流機能の高度化と効率化を目的とした

物流拠点の再構築を進め、低温物流拠点として平成15年11月に木曽川低温流通センターと江南チルドセン

ターの開設を予定しております。また、平成15年12月より、株式会社壱番屋様の全国仕入・物流体制構築

に伴い、新たに全国7物流拠点の開設を計画しております。 

 

(6) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
（コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方） 

コーポレート・ガバナンスを有効に機能させることが求められる中で、当社では企業価値を高めるこ

とで株主価値を向上させるために、戦略的かつスピーディな経営の実現、企業行動の透明性確保、コンプ

ライアンスの徹底、適時情報開示とＩＲ活動の充実を重要な課題と位置付けております。 

 

（コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況） 

①会社の経営上の意思決定、執行及び監督にかかる経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体

制の状況 

・当社は監査役制度採用会社であります。 

・社外取締役は選任されておりませんが、監査役４名のうち２名が社外監査役であります。社外監査

役の１名は弁護士であり、コンプライアンスの視点から取締役を牽制しております。 

・重要な業務執行に関する意思決定機関として取締役会を毎月1回以上開催しております。また、取締

役会を補完する審議機関として毎週１回開催する経営会議、グループの経営課題を検討するグルー

プ会議を随時開催しております。なお、各会議体には監査役が出席し、取締役の業務執行を監視で

きる体制となっております。 

・内部監査を行なう監査室を設置し、必要な業務監査を随時実施しております。 

・会計監査人は監査法人トーマツに依頼しております。期末のみならず、期中に随時監査が実施され

ており、また適宜、会計面でのアドバイスを受けております。監査役、会計監査人、監査室は定期

的に会議し、情報共有を図っております。 

 

②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概

要 

社外監査役と当社グループとの取引関係等利害関係はありません。 
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③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間（最近事業年度の末日からさか

のぼって１ヵ年）における実施状況 

当社では、コーポレート・ガバナンスの体制強化および急激な環境変化への対応を行なうため次に

掲げる活動を行なっております。 

・個々の取締役の期待、役割および責任を明確にし、マネジメント体制の見直しを図る目的で役員制

度改革プロジェクトを立ち上げ、活動を進めております。 

・リスクマネジメント・プロジェクトを立ち上げ、経営リスクの把握と対応、リスク発生時の体制に

ついて検討しました。 

・社員一人一人が心がけるべき行動を「トーカングループ行動規範」として明示し、グループ従業員

の倫理意識の向上を目的に周知徹底しました。 

今後も、実効性を伴ったコーポレート・ガバナンスの充実に努めてまいります。 
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３．経営成績及び財政状態３．経営成績及び財政状態３．経営成績及び財政状態３．経営成績及び財政状態    

(1) 経営成績 
当連結会計年度におけるわが国経済は、企業収益の改善や設備投資の増加、また株式市場の回復など

一部で景気持ち直しの動きが見られたものの、依然として高水準で推移する失業率や保険料・医療費負担

の増加などを背景として、個人消費の低迷が続きました。 

食品流通業界におきましても、食品スーパーの営業時間延長やスーパーセンター、ドラッグストアの

台頭など業態間競争の激化に加え、流通外資の参入、総合商社の川下指向、大手小売業によるグループ化

など業界再編の動きが一層加速しております。また、記録的な冷夏や長雨など、天候不良は業界全体に大

きな影響を与えました。 

このような状況の下、当社は、「頼られる社員・部門・会社を目指そう」のスローガンのもと「経営品

質を高めるために －人、仕組み、企業価値の創造－」「コスト競争で勝ち残るために －目標設定と実

践－」を基本方針として、経営基盤の拡充強化に努めてまいりました。 

当連結会計年度におきましては、環境の激変が予測される将来を見据え、今後５ヵ年の経営指針とな

るべき新中期経営計画「Ｎｅｗ ＳＴＡＧＥ ２１」の策定を進めました。中期ビジョンとして「ソリュー

ション・カンパニーへの飛躍」を掲げ、得意先との課題を共有し、迅速かつ柔軟な対応の具現化を目指す

ことをあらためて標榜いたしました。 

物流サービスレベルの向上と業務の効率化を企図した物流提案や、ＩＴを駆使したリテールサポート

活動を積極的に進め、その成果としてユニー株式会社様に対し、平成15年６月にドライ食品一括物流セン

ターの運営受託、同年８月に精肉及び市乳・デザート等要冷分野の共同配送受託に繋げることができまし

た。また、小牧流通センターのユニー様専用センター化に伴い、平成15年４月小牧第二流通センターを汎

用センターとして開設し、得意先量販店様への更なる物流機能の強化・拡充を図りました。 

一方、経営品質向上の一環として、ＣＶＳ営業部において物流品質の向上を目指した活動を継続する

ことにより、平成15年１月品質マネジメントシステムの国際規格である｢ＩＳＯ９００１｣の認証を取得す

ることができました。 

また、企業体質の強化を企図し、コンプライアンスを徹底するために行動規範を制定するとともに、

来るべき災害に対する危機管理体制を明確にするなど、リスクマネジメント体制の構築を進めました。 

 

連結子会社におきましては、需要低迷が続く厳しい状況のなか、製造子会社において相場等の影響を

最小限に留めるための経営体質強化に取組みました。太平洋海苔株式会社では、市場認知度の向上に向け

た販売促進活動を行なうほか、生産性の向上によるコスト削減活動、品質管理活動を進めました。王将椎

茸株式会社においては、中国産椎茸の偽装表示に端を発した消費者離れにより国産椎茸市場が高騰しまし

たが、収益改善を企図した安全・安心な商品開発と生産性の向上に努め、営業力の強化を図りました。 

 

このような結果、連結ベースでの営業成績は売上高 1,316億94百万円(前年同期比 0.1％増)、経常利

益 18億41百万円(同 5.4％減)、当期純利益 9億97百万円(同 0.8％増)となりました。 

なお、事業の種類別のセグメント情報の記載を省略しているため、事業の種類別セグメントとの関連

は記載しておりません。 

また、所在地別セグメントの業績については、当社グループは全て本邦に所在するため、記載を省略

しております。    

 

 

 (2) 財政状態 
当連結会計年度における連結ベースの現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、税金等調整前

当期純利益が堅調であったことにより、有形固定資産の取得による支出等はありましたが、前連結会計年

度に比べて1,194百万円（前年同期比40.4％増）増加し、当連結会計年度末には4,153百万円となりました。 
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(営業活動によるキャッシュ・フロー) 
当連結会計年度における営業活動による資金の増加は、1,898百万円（前連結会計年度は、3,518百万

円の資金の減少）となりました。これは、主に税金等調整前当期純利益が1,727百万円と堅調であったこ

とによるものです。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 
当連結会計年度における投資活動による資金の減少は、378百万円（前年同期比 65.1％増）となりま

した。これは、主に投資有価証券償還による収入が680百万円となった一方で、小牧第二流通センター等

の固定資産の取得による支出が948百万円となったことによるものです。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 
当連結会計年度における財務活動による資金の減少は、324百万円（前年同期比 68.1％増）となりま

した。これは、主に自己株式の取得による支出155百万円と、配当金の支払額109百万円によるものです。 
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４．連結財務諸表等４．連結財務諸表等４．連結財務諸表等４．連結財務諸表等    

(1) 連結貸借対照表 
（単位：千円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 増   減 

（平成14年９月30日現在） （平成15年９月30日現在） （△は減） 

期  別 

 

科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 
  ％  ％  

（ 資 産 の 部 ）      

Ⅰ 流動資産      

1．現金及び預金 2,978,745  4,173,602  1,194,856 

2．受取手形及び売掛金 12,841,505  12,873,400  31,894 

3．有価証券 344,167  314,793  △ 29,373 

4．たな卸資産 2,948,116  3,037,747  89,630 

5．繰延税金資産 239,623  305,874  66,251 

6．未収入金 3,520,584  3,572,729  52,144 

7．その他 123,239  134,209  10,970 

 貸倒引当金 △ 122,731  △ 91,580  31,151 

 流動資産合計 22,873,251 59.9 24,320,776 61.5 1,447,525 

Ⅱ 固定資産      

1．有形固定資産      

(1) 建物及び構築物 4,233,282  4,451,182  217,899 

(2) 機械装置及び運搬具 685,046  759,604  74,558 

(3) 器具備品 191,493  190,754  △ 738 

(4) 土地 4,267,679  4,278,032  10,352 

(5) 建物仮勘定 ―  48,500  48,500 

 有形固定資産合計 9,377,502 24.5 9,728,074 24.6 350,571 

2．無形固定資産      

(1) 連結調整勘定 ―  1,735  1,735 

(2) その他 249,262  195,799  △ 53,462 

 無形固定資産合計 249,262 0.7 197,535 0.5 △ 51,727 

3．投資その他の資産      

(1) 投資有価証券 3,335,537  2,809,289  △ 526,247 

(2) 繰延税金資産 111,428  97,922  △ 13,506 

(3) 前払年金費用 37,404  154,648  117,243 

(4) その他 2,265,412  2,284,258  18,846 

 貸倒引当金 △ 48,588  △ 17,143  31,444 

 投資その他の資産合計 5,701,193 14.9 5,328,974 13.4 △ 372,219 

 固定資産合計 15,327,959 40.1 15,254,584 38.5 △ 73,374 

 資産合計 38,201,210 100.0 39,575,360 100.0 1,374,150 
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（単位：千円） 

前連結会計年度 当連結会計年度 増   減 

（平成14年９月30日現在） （平成15年９月30日現在） （△は減） 

期  別 

 

科  目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 
  ％  ％  

（ 負 債 の 部 ）      

Ⅰ 流動負債      

1．支払手形及び買掛金 20,266,915  20,812,016  545,100 

2．短期借入金 1,800,000  1,750,000  △ 50,000 

3．一年内返済予定長期借入金 9,582  206,000  196,418 

4．未払法人税等 484,553  406,234  △ 78,319 

5．賞与引当金 446,288  437,539  △ 8,748 

6．その他 1,367,564  1,544,358  176,793 

 流動負債合計 24,374,904 63.8 25,156,148 63.5 781,243 

Ⅱ 固定負債      

1．長期借入金 1,307,500  1,101,500  △ 206,000 

2．繰延税金負債 131,060  153,248  22,188 

3．退職給付引当金 49,082  39,728  △ 9,353 

4．役員退職慰労引当金 133,923  146,084  12,161 

5．連結調整勘定 112  ―  △ 112 

6．その他 219,495  254,703  35,208 

 固定負債合計 1,841,173 4.8 1,695,264 4.3 △ 145,909 

 負債合計 26,216,077 68.6 26,851,412 67.8 635,334 

（ 少数株主持分 ）      

 少数株主持分 ― ― ― ― ― 

（ 資 本 の 部 ）      

Ⅰ 資本金 1,243,300 3.3 ― ― ― 

Ⅱ 資本準備金 1,132,800 3.0 ― ― ― 

Ⅲ 連結剰余金 9,443,906 24.7 ― ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 342,978 0.9 ― ― ― 

Ⅴ 自己株式 △ 177,852  △0.5 ― ― ― 

 資本合計 11,985,132 31.4 ― ― ― 

Ⅰ 資本金 ― ― 1,243,300 3.1 ― 

Ⅱ 資本剰余金 ― ― 1,132,800 2.9 ― 

Ⅲ 利益剰余金 ― ― 10,314,918 26.1 ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ― ― 366,182 0.9 ― 

Ⅴ 自己株式 ― ― △ 333,252 △0.8 ― 

 資本合計 ― ― 12,723,948 32.2  

 負債、少数株主持分及び資本合計 38,201,210 100.0 39,575,360 100.0 1,374,150 
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(2) 連結損益計算書 
（単位：千円） 

前連結会計年度 

(自 平成13年10月１日至 平成14年９月30日) 
当連結会計年度 

(自 平成14年10月１日至 平成15年９月30日) 
増   減 
(△は減) 

期  別 
 

科  目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 
  ％  ％  

Ⅰ 売上高 131,597,379 100.0 131,694,946 100.0 97,566 
Ⅱ 売上原価 118,280,071 89.9 118,658,079 90.1 378,007 

 売上総利益 13,317,308 10.1 13,036,867 9.9 △ 280,441 
Ⅲ 販売費及び一般管理費 11,730,165 8.9 11,523,971 8.8 △ 206,194 

 営業利益 1,587,143 1.2 1,512,896 1.1 △ 74,247 
Ⅳ 営業外収益      
1．受取利息 70,018  50,243  △ 19,774 
2．受取配当金 28,715  31,528  2,812 
3．受取地代家賃 128,993  148,451  19,457 
4．有価証券評価益 16,920  ―  △ 16,920 
5．連結調整勘定償却額 8,807  150  △ 8,656 
6．雑収入 141,103  128,108  △ 12,994 

 営業外収益合計 394,558 0.3 358,483 0.3 △ 36,075 
Ⅴ 営業外費用      
1．支払利息 33,067  27,735  △ 5,332 
2．有価証券評価損 ―  1,640  1,640 
3．雑損失 2,237  978  △ 1,258 

 営業外費用合計 35,304 0.0 30,353 0.0 △ 4,951 

 経常利益 1,946,397 1.5 1,841,025 1.4 △ 105,371 
Ⅵ 特別利益      
1．固定資産売却益 54,548  399  △ 54,148 
2．投資有価証券売却益 47,085  ―  △ 47,085 
3．投資有価証券償還益 ―  15,303  15,303 
4．貸倒引当金戻入益 ―  5,243  5,243 
5．保険差益 29,376  ―  △ 29,376 

 特別利益合計 131,009 0.1 20,946 0.0 △ 110,062 
Ⅶ 特別損失      
1．固定資産売却損 1,432  ―  △ 1,432 
2．固定資産除却損 141,239  59,590  △ 81,648 
3．固定資産圧縮損 29,376  ―  △ 29,376 
4．投資有価証券評価損 73,339  ―  △ 73,339 
5．リース解約損 54,759  ―  △ 54,759 
6．貸倒損失 ―  61,154  61,154 
7．その他 46,285  13,655  △ 32,630 

 特別損失合計 346,432 0.3 134,400 0.1 △ 212,031 

 税金等調整前当期純利益 1,730,973 1.3 1,727,571 1.3 △ 3,402 
 法人税、住民税及び事業税 783,308 0.5 762,659 0.5 △ 20,648 
 法人税等調整額 △ 42,231 △0.0 △ 33,080 0.0 9,150 
 少数株主利益  288 0.0 ― ― △ 288 

 当期純利益 989,608 0.8 997,992 0.8 8,383 
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(3) 連結剰余金計算書 
（単位：千円） 

前連結会計年度 

(自 平成13年10月１日至 平成14年９月30日) 
当連結会計年度 

(自 平成14年10月１日至 平成15年９月30日) 
増   減 
(△は減) 

期  別 
 
科  目 

金    額 金    額 金    額 

Ⅰ 連結剰余金期首残高    

1．連結剰余金期首残高 8,590,331 ― ― 

 連結剰余金期首残高合計 8,590,331 ― ― 
Ⅱ 連結剰余金減少高    

1．配当金 118,834 ― ― 
2．役員賞与 17,200 ― ― 

 連結剰余金減少高合計 136,034 ― ― 
Ⅲ 当期純利益 989,608 ― ― 

Ⅳ 連結剰余金期末残高 9,443,906 ― ― 

    

（資本剰余金の部）    

Ⅰ 資本剰余金期首残高 ― 1,132,800 ― 

Ⅱ 資本剰余金期末残高 ― 1,132,800 ― 

    

（利益剰余金の部）    

Ⅰ 利益剰余金期首残高 ― 9,443,906 ― 

Ⅱ 利益剰余金増加高    

1．当期純利益 ― 997,992 ― 

Ⅲ 利益剰余金減少高    

1．配当金 ― 109,880 ― 
2．役員賞与 ― 17,100 ― 

 利益剰余金減少高合計 ― 126,980 ― 

Ⅳ 利益剰余金期末残高 ― 10,314,918 ― 
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(4) 連結キャッシュ・フロー計算書 
(単位：千円) 

前連結会計年度 

(自 平成13年10月１日至 平成14年９月30日) 
当連結会計年度 

(自 平成14年10月１日至 平成15年９月30日) 期     別 

科     目 
金      額 金      額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   
 1．税金等調整前当期純利益 1,730,973 1,727,571 
 2．減価償却費 621,796 619,071 
 3．連結調整勘定償却額 △ 8,807 △ 150 
 4．退職給付引当金の増減額（減少：△） △ 110,131 △ 9,353 
 5. 前払年金費用の増減額（増加：△） △ 37,404 △ 117,243 
 6．役員退職慰労引当金の増減額（減少：△） △ 10,153 12,161 
 7．賞与引当金の増減額（減少：△） △ 23,259 △ 8,748 
 8．貸倒引当金の増減額（減少：△） 4,693 △ 62,595 
9．受取利息及び受取配当金 △ 98,734 △ 81,772 
10．支払利息 33,067 27,735 
11．受取地代家賃 △ 128,993 △ 148,451 
12．雑収入 △ 141,103 △ 128,108 
13．固定資産除却損 141,239 59,590 
14．売上債権の増減額（増加：△） 955,556 △ 31,894 
15．たな卸資産の増減額（増加：△）  △ 24,522 △ 89,630 
16．仕入債務の増減額（減少：△）  △ 6,206,372 545,100 
17．その他資産の増減額（増加：△） 194,414 △ 114,237 
18．その他負債の増減額（減少：△）   △ 149,259 208,358 
19．その他 △ 6,336 22,977 
20．役員賞与の支払額 △ 17,200 △ 17,100 
小計  △ 3,280,536 2,413,279 
21．利息及び配当金の受取額 118,802 78,485 
22．受取地代家賃の受取額 129,224 149,286 
23．雑収入の受取額 141,905 126,793 
24．利息の支払額 △ 40,940 △ 28,805 
25．法人税等の支払額 △ 586,493 △ 840,979 
営業活動によるキャッシュ・フロー △ 3,518,037 1,898,058 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

 1．固定資産の取得による支出 △ 1,355,585 △ 948,212 

 2．固定資産の売却による収入 223,235 1,483 

 3．固定資産の除却に係る支出 △ 72,089 △ 20,958 

 4．投資有価証券の取得による支出 △ 139,765 △ 99,020 

 5．投資有価証券の売却による収入 152,658 640 

 6．投資有価証券償還による収入 122,000 680,471 

 7．子会社株式の追加取得による支出 △ 20,370 △ 1,697 

 8．その他 6,499 9,029 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,083,417  △ 378,265 
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(単位：千円) 
前連結会計年度 

(自 平成13年10月１日至 平成14年９月30日) 
当連結会計年度 

(自 平成14年10月１日至 平成15年９月30日) 期     別 

科     目 
金      額 金      額 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

 1．短期借入金の増減額（減少：△） △ 411,000 △ 50,000 

 2．長期借入れによる収入 800,000 ― 

 3．長期借入金の返済による支出 △ 1,110,641 △ 9,582 

 4．自己株式の取得による支出 △ 177,852 △ 155,400 

 5．配当金の支払額 △ 118,602 △ 109,955 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,018,096 △ 324,937 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △ 5,619,550 1,194,856 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 8,577,696 2,958,145 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期末残高 2,958,145 4,153,002 
   

 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

1．連結の範囲に関する事項 
子会社は全て連結されております。当該連結子会社は、東海地域スパー本部株式会社、株式会社トー

シンエクスプレス、太平洋海苔株式会社、王将椎茸株式会社の４社であります。 
2．持分法の適用に関する事項 

関連会社については、連結純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響がそれぞれ軽微であり、かつ全体として

も重要性がないため、持分法を適用せず原価法により評価しております。当該関連会社は、株式会社豊橋トー

エー及び株式会社東海酒販であります。 
3．連結子会社の事業年度等に関する事項 

連結子会社の事業年度末日と連結決算日は一致しております。 
4．会計処理基準に関する事項 
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 
ａ．有価証券 

(a) 満期保有目的の債券  償却原価法（定額法） 

(b) その他有価証券    時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

             時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(c) デリバティブ     時価法 

ｂ．たな卸資産 

(a) 商品                 主に総平均法による原価法 

(b) 製品                 総平均法による原価法 

(c) 原材料               総平均法による原価法 

(d) 貯蔵品               最終仕入原価法による原価法 
(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 
ａ．有形固定資産 

定率法 

ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(建物付属設備を除く)については、定額法によっ

ております。 

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 

建物及び構築物    ３年～50年 

機械装置及び運搬具  ４年～13年 
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ｂ．無形固定資産 

定額法 

なお、当社は、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（４年）に基

づいて償却しております。 
(3) 重要な引当金の計上基準 
ａ．貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率等により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

ｂ．賞与引当金 

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 

ｃ．退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込

額に基づき計上しております。 

なお、当連結会計年度末における年金資産見込額は、退職給付債務見込額を超過しているため、

前払年金費用（154,648千円）を投資その他の資産に計上しております。 

また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数(５年)に

よる定額法により、それぞれ発生年度の翌連結会計年度から費用処理しております。 

ｄ．役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 

外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処

理しております。 
(5) 重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
(6) 重要なヘッジ会計の方法 
ａ．ヘッジ会計の方法 

原則として繰延ヘッジ処理によっております。 

なお、為替予約が付されている外貨建金銭債務については、振当処理を行っております。 

ｂ．ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 ヘッジ対象 

 為替予約  外貨建債務及び外貨建予定取引 

ｃ．ヘッジ方針 

当社は、資金運用規程に基づき、為替予約取引について商品統括部貿易課が担当しており、経

理部財務課においてこれを管理しております。 

ｄ．ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ手段とヘッジ対象の負債又は予定取引に関する重要な条件が同一であり、ヘッジ開始時

及びその後も継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定される

ため、ヘッジの有効性の判定は省略しております。 
(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
ａ．消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

ｂ．自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 

「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）が平成14年４月

１日以後に適用されることになったため、当連結会計年度から同会計基準によっております。こ

の変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。 

なお、連結財務諸表規則の改正により、当連結会計年度における連結貸借対照表の資本の部及

び連結剰余金計算書については、改正後の連結財務諸表規則により作成しております。 
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ｃ．１株当たり情報 

「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成14年４月１日以後開始す

る連結会計年度に係る連結財務諸表から適用されることになったため、当連結会計年度から同会

計基準及び適用指針によっております。 

なお、これによる影響については、（１株当たり情報）注記事項に記載しております。 
5．連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価方法は、全面時価評価法によっております。 
6．連結調整勘定の償却に関する事項 

連結調整勘定は、５年間で均等償却しております。 
7．利益処分項目等の取扱いに関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基づいて作

成しております。 
8．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

連結キャッシュ･フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出し可能な

預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
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表示方法の変更 

前連結会計年度 

(自 平成13年10月１日至 平成14年９月30日) 
当連結会計年度 

(自 平成14年10月１日至 平成15年９月30日) 
(連結損益計算書) 
 ｢リース解約損｣は特別損失の100分の10を超えたた
め、区分掲記することといたしました。なお、前連結
会計年度は特別損失の｢その他｣に36,613千円含まれて
おります。 

 
――――― 

 
注 記 事 項 
(連結貸借対照表関係) 

前連結会計年度 

(平成14年９月30日現在) 

当連結会計年度 

(平成15年９月30日現在) 

1．関係会社に係る注記 

各科目に含まれている関連会社に対するものは次

のとおりであります。 

投資有価証券（株式）          43,756 千円 

1．関係会社に係る注記 

各科目に含まれている関連会社に対するものは次

のとおりであります。 

投資有価証券（株式）          43,756 千円 

2．担保資産及び担保付債務 

(1) 担保に提供している資産 

 建物及び構築物              306,502 千円 

 土地                        490,445 〃 

 投資有価証券                291,380 〃  

       計                 1,088,327 千円 

(2) 担保資産に対する債務 

 短期借入金                1,600,000 千円 

 一年内返済予定長期借入金      6,000 〃 

 長期借入金                1,307,500 〃 

 支払手形及び買掛金          503,140 〃  

       計                  3,416,640 千円 

2．担保資産及び担保付債務 

(1) 担保に提供している資産 

 建物及び構築物              284,495 千円 

 土地                        490,445 〃 

 投資有価証券                262,101 〃  

       計                 1,037,041 千円 

(2) 担保資産に対する債務 

 短期借入金                1,600,000 千円 

 一年内返済予定長期借入金    206,000 〃 

 長期借入金                1,101,500 〃 

 支払手形及び買掛金          389,046 〃  

       計                  3,296,546 千円 

3．保証債務 

連結子会社は、業務委託先の自動車のリース契約

残高に対し、連帯保証を行っております。 

 有限会社 大輪輸送            26,277 千円 

 株式会社 皆成                12,288 〃  

       計                     38,565 千円 

3．保証債務 

連結子会社は、業務委託先の自動車のリース契約

残高に対し、連帯保証を行っております。 

 有限会社 大輪輸送             5,531 千円 

 株式会社 皆成                 5,313  〃  

       計                     10,845 千円 

4． 

――――― 

4．自己株式の保有数 

当社が保有する自己株式の数は次のとおりであり

ます。 

普通株式                         238 千株 

なお、当社の発行済株式総数は、普通株式7,050

千株であります。 
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(連結損益計算書関係) 
前連結会計年度 

(自 平成13年10月１日至 平成14年９月30日) 
当連結会計年度 

(自 平成14年10月１日至 平成15年９月30日) 
1．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

 運賃                        2,560,117 千円 

 保管料                      1,821,734 〃 

 給与手当                    2,627,239 〃 

 賞与引当金繰入額              369,162 〃 

 退職給付費用                   81,625 〃 

 役員退職慰労引当金繰入額       12,496 〃 

 貸倒引当金繰入額                6,576 〃 

 その他                      4,251,212 〃  

         計                 11,730,165 千円 

1．販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

 運賃                        2,393,514 千円 

 保管料                      1,843,767 〃 

 給与手当                    2,611,277 〃 

 賞与引当金繰入額              363,992 〃 

 退職給付費用                  107,971 〃 

 役員退職慰労引当金繰入額       12,161 〃 

 その他                      4,191,287 〃  

         計                 11,523,971 千円 

2．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

 機械装置及び運搬具                299 千円 

 土地                           54,248 〃  

         計                     54,548 千円 

2．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

 機械装置及び運搬具                399 千円 

 

3．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

 機械装置及び運搬具              1,432 千円 

3． 

――――― 

4．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

 建物及び構築物                 25,568 千円 

 機械装置及び運搬具              4,466 〃 

 器具備品                        2,305 〃 

 ソフトウェア                   41,213 〃 

 解体費用その他                 67,685 〃  

         計                    141,239 千円 

4．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

 建物及び構築物                 23,326 千円 

 機械装置及び運搬具             11,070 〃 

 器具備品                        2,970 〃 

 ソフトウェア                    1,544 〃 

 解体費用その他                 20,679 〃  

         計                     59,590 千円 

5．固定資産圧縮損は、保険金により取得した資産の

圧縮記帳額（建物29,376千円）であります。 

5． 

――――― 

6．特別損失のうちその他の内容は次のとおりであり

ます。 

 店舗違約金                     24,239 千円 

 火災損失                        4,884 〃 

 騒音対策金他                   17,162 〃  

         計                     46,285 千円 

6．特別損失のうちその他の内容は次のとおりであり

ます。 

 投資有価証券売却損                 31 千円 

 賃貸借契約違約金                3,623 〃 

 ゴルフ会員権評価損             10,000 〃  

         計                     13,655 千円 

 
(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

前連結会計年度 

(自 平成13年10月１日至 平成14年９月30日) 
当連結会計年度 

(自 平成14年10月１日至 平成15年９月30日) 
現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成14年９月30日現在） 

現金及び預金勘定                 2,978,745 千円 

預入期間が3か月を超える定期預金  △ 20,600 〃  

現金及び現金同等物               2,958,145 千円 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成15年９月30日現在） 

現金及び預金勘定                 4,173,602 千円 

預入期間が3か月を超える定期預金  △ 20,600 〃  

現金及び現金同等物               4,153,002 千円 
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(リース取引関係) 
前連結会計年度 

(自 平成13年10月１日至 平成14年９月30日) 
当連結会計年度 

(自 平成14年10月１日至 平成15年９月30日) 
1．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

（単位：千円） 

1．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

（単位：千円） 

  
取得価額 

相 当 額 

減価償却累

計額相当額 

期末残高 

相 当 額 
   

取得価額 

相 当 額 

減価償却累

計額相当額 

期末残高 

相 当 額 
 

 機械装置及び

運  搬  具 
81,449 29,361 52,087 

  機械装置及び

運  搬  具 
129,201 42,458 86,742 

 

 器 具 備 品 443,266 151,140 292,126   器 具 備 品 444,580 222,051 222,528  

 ソフトウェア 1,843 1,804 38   合  計 573,781 264,510 309,271  

 合  計 526,558 182,306 344,252        

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末

残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

同    左 

② 未経過リース料期末残高相当額 ② 未経過リース料期末残高相当額 

 １年内        114,338 千円   １年内        125,387 千円  

 １年超        229,913 〃    １年超        183,884 〃   

 合 計        344,252 千円   合 計        309,271 千円  

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経

過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支払利子込み法により

算定しております。 

同    左 

③ 支払リース料及び減価償却費相当額 ③ 支払リース料及び減価償却費相当額 

 支払リース料     127,490 千円   支払リース料     118,635 千円  

 減価償却費相当額   127,490 〃    減価償却費相当額   118,635 〃   

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす

る定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

2．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

2．オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

 １年内          6,709 千円   １年内          5,136 千円  

 １年超          9,897 〃   １年超          4,761 〃  

 合 計         16,606 千円   合 計          9,897 千円  
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(有価証券関係)  
前連結会計年度（平成14年9月30日現在） 

有価証券 
1．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

前連結会計年度（平成14年9月30日現在） 

区        分 連結貸借対照表 

計  上  額 
時   価 差   額 

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの    

1．社     債 92,742 96,247 3,504 

小        計 92,742 96,247 3,504 

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの    

1．社     債 378,411 356,812 △ 21,599 

2．そ  の  他 100,000 99,600 △ 400 

小        計 478,411 456,412 △ 21,999 

合        計 571,153 552,659 △ 18,494 

 
2．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

前連結会計年度（平成14年９月30日現在） 

区         分 
取 得 原 価 

連結貸借対照表 

計  上  額 
差     額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

 1．株     式 975,080 1,623,738 648,657 

 2．債     券    

国債・地方債等 70,426 77,399 6,972 

社     債 31,900 36,965 5,065 

そ  の  他 401,640 406,120 4,480 

 3．そ  の  他 60,114 60,320 205 

小     計 1,539,161 2,204,543 665,381 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

 1．株     式 581,313 544,271 △ 37,041 

 2．債     券    

そ  の  他 200,000 174,040 △ 25,960 

 3．そ  の  他 86,407 74,249 △ 12,157 

小     計 867,720 792,561 △ 75,159 

合     計 2,406,882 2,997,104 590,222 

（注）前連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式及びその他について71,109千円減損処理を行っ

ております。 

なお、時価が取得原価に比べて50％以上下落した場合については全て減損処理を行い、時価が取得原価に比

べて30％以上50％未満下落した場合については、過去一定期間にわたる株価の変動及び発行体の信用リスクの

状況等を勘案し、回復可能性を検討した結果、必要に応じて減損処理を行っております。 

 

3．前連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 
該当事項はありません。 
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4．前連結会計年度中に売却したその他有価証券 
（単位：千円） 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

152,658 47,085 ― 

 
5．時価評価されていない有価証券 

 その他有価証券 
 連結貸借対照表計上額  

非上場株式 67,689 千円  

（注）前連結会計年度において、その他有価証券で時価評価されていない株式2,230千円減損処理を行っておりま

す。 
 
6．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予
定額 

（単位：千円） 

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

満期保有目的の債券     

1．社     債 89,483 381,670 ― ― 

2．そ  の  他 ― 100,000 ― ― 

小     計 89,483 481,670 ― ― 

その他有価証券     

1．債     券     

国債・地方債等 ― 77,399 ― ― 

社     債 ― 36,965 ― ― 

そ  の  他 204,480 ― ― 375,680 

2．そ  の  他 50,203 ― ― ― 

小     計 254,683 114,364 ― 375,680 

合     計 344,167 596,034 ― 375,680 
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当連結会計年度（平成15年9月30日現在） 
有価証券 

1．満期保有目的の債券で時価のあるもの 
（単位：千円） 

当連結会計年度（平成15年９月30日現在) 

区        分 連結貸借対照表 

計  上  額 
時   価 差   額 

時価が連結貸借対照表計上額を超えるもの    

1．社     債 84,335 86,868 2,532 

小        計 84,335 86,868 2,532 

時価が連結貸借対照表計上額を超えないもの    

1．社     債 299,515 297,603 △ 1,912 

小        計 299,515 297,603 △ 1,912 

合        計 383,851 384,471 620 

 
2．その他有価証券で時価のあるもの 

（単位：千円） 

当連結会計年度（平成15年９月30日現在） 

区         分 
取 得 原 価 

連結貸借対照表 

計  上  額 
差     額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

 1．株     式 1,217,391 1,907,019 689,628 

 2．債     券    

国債・地方債等 70,261 74,662 4,400 

社     債 31,900 49,386 17,486 

 3．そ  の  他 61,694 70,318 8,623 

小     計 1,381,247 2,101,385 720,138 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

 1．株     式 395,753 316,141 △ 79,612 

 2．債     券    

そ  の  他 200,000 184,874 △ 15,126 

 3．そ  の  他 34,835 25,384 △ 9,450 

小     計 630,588 526,399 △ 104,188 

合     計 2,011,835 2,627,785 615,949 

 
3．当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

該当事項はありません。 
 
4．当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

（単位：千円） 

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

41,111 ― 31 

 
5．時価評価されていない有価証券 

 その他有価証券 
 連結貸借対照表計上額  

非上場株式 68,689千円  
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6．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予
定額 

（単位：千円） 

区分 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

満期保有目的の債券     

1．社     債 265,407 118,443 ― ― 

小     計 265,407 118,443 ― ― 

その他有価証券     

1．債     券     

国債・地方債等 ― 74,662 ― ― 

社     債 49,386 ― ― ― 

そ  の  他 ― ― ― 184,874 

小     計 49,386 74,662 ― 184,874 

合     計 314,793 193,105 ― 184,874 
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（デリバティブ取引関係） 
1．取引の状況に関する事項 

前連結会計年度 

(自 平成13年10月１日至 平成14年９月30日) 
当連結会計年度 

(自 平成14年10月１日至 平成15年９月30日) 
(1) 取引の内容 

当社の利用しているデリバティブ取引は、為替予

約取引であります。 

(1) 取引の内容 

同    左 

(2) 取引に対する取組方針 

当社のデリバティブ取引は、将来の為替相場の変

動によるリスク回避を目的としており、投機的な取

引は行わない方針であります。 

(2) 取引に対する取組方針 

同    左 

(3) 取引の利用目的 

当社のデリバティブ取引は、外貨建金銭債務の為

替変動リスクを回避する目的で利用しております。 

(3) 取引の利用目的 

同    左 

(4) 取引に係るリスクの内容 

為替予約取引は為替の変動リスクを有しておりま

すが、実需の範囲内において取引を利用しており、

その市場リスクの影響はほとんどないと判断してお

ります。 

なお、これらの取引の契約先は、信用度の高い国

内の金融機関であり、相手方の契約不履行による信

用リスクはほとんどないと判断しております。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

同    左 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

通常の営業取引にかかる為替予約取引は、当社の

貿易課で行われており、定期的に当社の経理部財務

課に報告されております。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

同    左 

 
2．取引の時価等に関する事項 
前連結会計年度(自平成13年10月1日 至平成14年9月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引についてはヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありませ

ん。 
当連結会計年度(自平成14年10月1日 至平成15年9月30日) 

当社グループは、デリバティブ取引についてはヘッジ会計を適用しているため、該当事項はありませ

ん。 
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(退職給付関係) 
1．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けてお

ります。 

当社については、昭和42年２月より従業員の退職金の一部について適格退職年金制度を採用していま

したが、平成６年６月より適格退職年金制度に100％移行いたしました。 

当連結会計年度末現在、当社及び連結子会社全体で退職一時金制度については１社が有しており、ま

た、適格退職年金制度については４社が有しております。 
 
2．退職給付債務に関する事項 
 前連結会計年度 

（平成14年9月30日現在） 

当連結会計年度 

（平成15年9月30日現在） 

①退職給付債務 

②年金資産 

1,526,147 千円 

△ 1,455,705  〃 

1,762,322 千円 

△ 1,678,199  〃 

③未積立退職給付債務（①＋②） 70,442  〃 84,123  〃 

④未認識数理計算上の差異 △ 58,764  〃 △ 199,042  〃 

⑤連結貸借対照表計上額純額（③＋④） 

⑥前払年金費用 

11,677  〃 

△ 37,404  〃 

 △ 114,919  〃 

△ 154,648  〃 

⑦退職給付引当金（⑤－⑥） 49,082  〃 39,728  〃 

（注）一部の子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 
 
3．退職給付費用に関する事項 
 前連結会計年度 

(自 平成13年10月１日至 平成14年９月30日) 
当連結会計年度 

(自 平成14年10月１日至 平成15年９月30日) 
①勤務費用 

②利息費用 

③期待運用収益 

④数理計算上の差異の費用処理額 

91,186 千円 

37,583  〃 

△ 17,718  〃 

△ 7,943  〃 

93,014 千円 

35,123  〃 

△ 10,376  〃 

10,164  〃 

⑤退職給付費用 

（①＋②＋③＋④） 
103,107  〃 127,924  〃 

（注）簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「①勤務費用」に計上しております。 
 
4．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 
 前連結会計年度 

(自 平成13年10月１日至 平成14年９月30日) 
当連結会計年度 

(自 平成14年10月１日至 平成15年９月30日) 
①退職給付見込額の期間配分方法 

②割引率 

③期待運用収益率 

④数理計算上の差異の処理年数 

 

 

 

 

期間定額基準 

2.5％ 

1.5％ 

５年（発生時の従業員の平均

残存勤務期間内の一定の年数

による定額法により、それぞ

れ発生年度の翌連結会計年度

から費用処理しておりま

す。） 

同左 

2.0％ 

0.75％ 

同左 
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(税効果会計関係) 
前連結会計年度（平成14年９月30日現在） 当連結会計年度（平成15年９月30日現在） 

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

(繰延税金資産) 

賞与引当金損金算入限度超過額  124,944千円 

繰越欠損金 72,064 〃 

役員退職慰労引当金損金算入限

度超過額 
55,903 〃 

貸倒引当金損金算入限度超過額 52,891 〃 

投資有価証券評価損否認額 51,302 〃 

未払事業税否認額 40,922 〃 

その他 69,809 〃 

繰延税金資産合計 467,837千円 

(繰延税金負債) 

その他有価証券評価差額金 247,244千円 

その他 602 〃 

繰延税金負債合計 247,846千円 

繰延税金資産の純額 219,990千円 

 （注）繰延資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。 

(流動資産) 

繰延税金資産 239,623千円 

(固定資産) 

繰延税金資産 111,428千円 

(固定負債) 

繰延税金負債 131,060千円 
 

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 

(繰延税金資産) 

賞与引当金損金算入限度超過額  152,769千円 

繰越欠損金 78,227 〃 

役員退職慰労引当金損金算入限

度超過額 
59,006 〃 

貸倒損失否認額 52,497 〃 

投資有価証券評価損否認額 50,326 〃 

未払事業税否認額 36,042 〃 

その他 71,633 〃 

繰延税金資産合計 500,503千円 

(繰延税金負債) 

その他有価証券評価差額金 249,767千円 

その他 187 〃 

繰延税金負債合計 249,954千円 

繰延税金資産の純額 250,548千円 

 （注）繰延資産の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。 

(流動資産) 

繰延税金資産 305,874千円 

(固定資産) 

繰延税金資産 97,922千円 

(固定負債) 

繰延税金負債 153,248千円 
 

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率の差異が法定実効税率の100分の５以下である

ため、記載を省略しております。 

2．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間の差異の原因となった主な項目別の内訳 

同    左 

3． 

――――― 

3．地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布されたことに伴

い、当連結会計年度の繰延税金資産及び繰延税金負

債の計算（ただし、平成16年10月１日以降解消が見

込まれるものに限る。）に使用した法定実効税率

は、前連結会計年度の41.9％から40.5％に変更され

ました。その結果、繰延税金負債の金額（繰延税金

資産の金額を控除した金額）が4,187千円減少し、

当連結会計年度に計上された法人税等調整額が

4,066千円、その他有価証券評価差額金が8,253千

円、それぞれ増加しております。 
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(セグメント情報) 
1．事業の種類別セグメント情報 
前連結会計年度（自 平成13年10月１日 至 平成14年９月30日）及び当連結会計年度（自 平成
14年10月１日 至 平成15年９月30日） 

事業の種類として、「食品卸売事業」及び「物流事業」に区分しておりますが、前連結会計年度及び当

連結会計年度については、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計

額に占める「食品卸売事業」の割合がいずれも90%を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記

載を省略しております。 
 
2．所在地別セグメント情報 
前連結会計年度（自 平成13年10月１日 至 平成14年９月30日）及び当連結会計年度（自 平成
14年10月１日 至 平成15年９月30日） 

提出会社及び連結子会社は、全て本邦に所在するため、所在地別セグメント情報に該当する事項はあ

りません。 
 
3．海 外 売 上 高 
前連結会計年度（自 平成13年10月１日 至 平成14年９月30日）及び当連結会計年度（自 平成
14年10月１日 至 平成15年９月30日） 

海外売上高は、いずれも連結売上高の10%未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 
 
(関連当事者との取引) 

当連結会計年度（自 平成14年10月１日 至 平成15年９月30日） 
1．役員及び個人主要株主等 

関 係 内 容 
属   性 

会社等の 
名  称 

住  所 資 本 金 事業の内容 
議決権等の 
所有割合 役員の兼任等 事業上の関係 

   千円     

役員及びその
近親者が議決
権の過半数を
所有している
会社 

株式会社 
神谷商店 

名古屋市 
中村区 

10,000 
食料品の加
工販売業 

当社代表取
締役永津
彦の近親者
が100%を直
接所有 

なし 
当社の販売
及び仕入先 

   取 引 内 容 取引金額 科  目 期末残高 
    千円  千円 

   
当社商品及び製品の販売 
商品及び製品の仕入 

84,118 
1,368 

― ― 

 (注) 1.上記金額のうち、取引金額は消費税等を含んでおりません。 
2.株式会社神谷商店は平成15年９月に廃業したことにより、関連当事者でなくなりました。 
取引条件ないし取引条件の決定方針等 
当社商品及び製品の販売についての価格その他の取引条件は、市場動向等を勘案して、定期的に協議し決
定しております。 
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２．子会社等 
関 係 内 容 

属  性 会社等の名称 住  所 資 本 金 事業の内容 
議決権等の 

所有割合 役員の兼任等 事業上の関係 

   千円     

関連会社 
株式会社 

豊橋トーエー 

豊橋市 

瓜郷町 
30,000 食品卸売業 直接25.35% 兼任 ２人 

当社の販売

先 

   取 引 内 容 取引金額 科  目 期末残高 

    千円  千円 

   当社商品及び製品の販売 2,741,889 
受取手形及

び売掛金 
398,763 

 (注) 上記金額のうち、取引金額は消費税等を含まず、期末残高は消費税等を含んで表示しております。 

取引条件ないし取引条件の決定方針等 
当社商品及び製品の販売についての価格その他の取引条件は、市場動向等を勘案して、定期的に協議し決
定しております。 

 
 (１株当たり情報) 

前連結会計年度 

(自 平成13年10月１日至 平成14年９月30日) 
当連結会計年度 

(自 平成14年10月１日至 平成15年９月30日) 
１株当たり純資産額 1,731円20銭 

１株当たり当期純利益 142円01銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

潜在株式がないため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 1,865円38銭 

１株当たり当期純利益 143円20銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

潜在株式がないため記載しておりません。 

 当連結会計年度から「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25

日 企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利

益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員

会 平成14年９月25日 企業会計基準適用指針第４

号）を適用しております。 

 なお、当連結会計年度において従来と同様の方法に

よった場合の（１株当たり情報）については、以下の

とおりであります。 

１株当たり純資産額 1,867円87銭 

１株当たり当期純利益 145円69銭 

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

連結損益計算書上の当期純利益 997,992千円 

普通株式に係る当期純利益 980,992千円 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

利益処分による役員賞与金 17,000千円 

普通株式の期中平均株式数 6,850千株 
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５．５．５．５．生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況生産、受注及び販売の状況    
生産、受注及び販売の状況について、事業の種類別のセグメント情報の記載を省略しているた
め、事業の種類別セグメントとの関連は記載しておりません。 

(1) 生産実績 
 

区分 金額(千円) 前年同期増減率(％) 

惣菜 2,987,942 △0.2 

農産加工品 2,261,536 4.1 

合計 5,249,478 1.6 

(注) 1．金額は製造原価により算出しております。 

   2．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
 
(2) 受注状況 

当社グループは受注当日または翌日に製造・出荷を行っておりますので、受注高及び受注残高の記載は省

略しております。 

 
(3) 仕入実績 

 

区分 金額(千円) 前年同期増減率(％) 

商品 調味料類 20,854,338 2.9 

 瓶・缶詰類 3,097,152 △6.5 

 農海産物類 5,930,299 4.1 

 嗜好品・飲料類 30,968,574 △3.8 

 麺類 8,333,579 △1.8 

 チルド・冷凍類 42,445,795 3.4 

 その他 1,401,627 △7.6 

小計 113,031,365 0.5 

その他の事業 503,519 △9.5 

合計 113,534,885 0.4 

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

 
 (4) 販売実績 

 

区分 金額(千円) 前年同期増減率(％) 

製品 惣菜 3,282,397 △0.1 

 農産加工品 2,915,106 △0.1 

小計 6,197,503 △0.1 

商品 調味料類 22,445,158 1.9 

 瓶・缶詰類 3,437,807 △8.2 

 農海産物類 6,539,481 4.1 

 嗜好品・飲料類 34,652,359 △4.1 

 麺類 9,027,936 △2.7 

 チルド・冷凍類 47,268,113 3.4 

 その他 1,535,552 △3.7 

小計 124,906,409 0.1 

その他の事業 591,033 △4.5 

合計 131,694,946 0.1 

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 
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 平成 1５年９月期 決算発表（参考資料）                   株式会社トーカン 
                                                               コード番号  ７６４８ 

Ⅰ．連結決算 

 １．業績                          （単位：百万円） 
科    目 平成１５年９月期 対前期増減率 連単倍率 
売 上 高 １３１，６９４ ０．１％ １．０倍 
営 業 利 益 １，５１２ △４．７％ １．０倍 
経 常 利 益 １，８４１ △５．４％ １．０倍 
当期純利益 ９９７ ０．８％ １．０倍 

 

Ⅱ．個別決算  

 １．業績                    （単位：百万円） 
科    目 平成１５年９月期 対前期増減率 
売 上 高 １３０，８２８ ０．１％ 
営 業 利 益 １，５８３ △１．７％ 
経 常 利 益 １，８６２ △２．３％ 
当期純利益 １，０３５ １．６％ 

 

 ２．業績の概況 

 （１）売上面                         （単位：百万円） 
業    態    名 平成１５年９月期 対前期増減率 

卸 問 屋 １９，６９１ ０．９％ 
ス ー パ ー ・ 小 売 店 ３６，３９６ △０．１％ 
コ ンビニエンスストア ４９，８３９ △４．３％ 
外 食 ・ 加 工 ベ ン ダ ー ２０，７１８ １３．９％ 
Ｃ ＆ Ｃ ・ そ の 他 ４，１８２ △５．６％ 

合    計 １３０，８２８ ０．１％ 

外食・加工ベンダーでは、メニュー提案に加え、ＥＤＩ取引の推進や一括物流提案に

よる取引の集中化により好調に売上を拡大することができましたが、コンビニエンスス

トアでは、競争激化による既存店の落ち込みに加え、記録的な冷夏による飲料等を中心

とした夏物商材の不振により前年を大きく下回り、全体としても低調な伸びとなりまし

た。 

 

 （２）利益面 

共同配送・一括物流の拡大による物流コストの低減やその他経費の削減により営業費

は減少したものの、取引条件の見直し等による粗利高の減少が大きく影響し、経常利益

は２．３％減少しました。 

当期純利益においては、固定資産除却損の減少や投資有価証券評価損の発生がなかっ

たことから１．６％前年を上回る結果となりました。 

 



 

 

 （３）配当 

８円とさせていただく予定です。 

なお、中間配当８円を実施しておりますので、年間配当は１６円となります。 

 

 （４）設備投資及び減価償却費             （単位：百万円） 

平成１５年９月期 平成１６年９月期 
科    目 

実     績 予     想 
設 備 投 資 額 ９３３ ６５９ 
減 価 償 却 費 ４９８ ５４５ 

 

     [主な設備投資計画]  

・小牧流通センター設備増設 

  ･投 資 額      ３００百万円 

      ・木曽川低温流通センター新設  

         ･所 在 地       愛知県葉栗郡木曽川町大字外割田三の通り５７番地 

         ･面 積       敷地面積  5,367㎡（1,624坪）  延床面積  3,224.75㎡（975坪） 

         ･稼 動 日   平成１５年１１月２０日予定 

･投 資 額       １８５百万円（土地・建物は賃借） 

･取扱金額  ２３０億円（初年度年間ベース） 

＊ 投資額のうち４８百万円は平成１５年９月期に拠出しております 

 

  〔その他物流センター開設〕 
     壱番屋様向け物流センター 江南チルドセンター 

所 在 地 他 全国８拠点（新設７拠点） 愛知県江南市和田町西島113-１ 

面 積 延床面積4,284坪（８拠点計） 延床面積210坪 
稼 動 日 平成１５年１２月１日 平成１５年１１月６日 

取 扱 金 額 １５０億円 ２３億円 

＊ 取扱金額は、初年度年間ベースの試算をしております 

＊ 投資額は、いずれも賃借物件のため軽微であります 

 

Ⅲ．通期の業績予想 

 １．連結業績                            （単位：百万円） 
中  間  期 通      期 

科     目 
予    想 対前中間期 

増  減 率 予    想 対 前 期 
増 減 率 

売 上 高 65,900 2.3％ 137,100 4.1％ 

営 業 利 益 540 △33.7％ 1,420 △6.1％ 

経 常 利 益 690 △29.2％ 1,740 △5.5％ 

当 期 純 利 益 440 △7.3％ 1,000 0.2％ 



 

 

 ２．個別業績                            （単位：百万円） 
中  間  期 通      期 

科     目 
予    想 対前中間期 

増  減 率 予    想 対 前 期 
増 減 率 

売 上 高 65,600 2.5％ 136,600 4.4％ 
営 業 利 益 540 △33.4％ 1,430 △9.7％ 
経 常 利 益 670 △29.3％ 1,690 △9.3％ 
当 期 純 利 益 430 △11.2％ 980 △5.4％ 

 

 （１）売上面                            （単位：百万円） 
中  間   期 通      期 

業    態    名  
予    想 

対前中間期 
増  減  率 予    想 対 前 期 

増 減 率 

卸 問 屋 9,870 0.0％ 19,770 0.4％ 
ス ー パ ー ・ 小 売 店 18,360 0.0％ 37,520 3.1％ 
コンビニエンスストア 23,060 △2.4％ 48,710 △2.3％ 
外食・加工ベンダー 12,160 21.5％ 26,170 26.3％ 
Ｃ ＆ Ｃ ・ そ の 他 2,150 1.8％ 4,430 5.9％ 

合    計 65,600 2.5％ 136,600 4.4％ 

コンビニエンスストアは、引き続き厳しい状況が続くと予想しておりますが、外食・

加工ベンダーでは、壱番屋様より全国仕入・物流業務を一括して物流受託したことによ

る取引額の増加を見込んでおり、大幅な伸びを計画しております。また、スーパー・小

売店では、主力取引先において売上の増加を見込んでおります。 

以上の結果、売上面は通期で４．４％の増収を見込んでおります。 

  

（２）利益面 
経常利益が前年同期と比較し、９．３％減少する要因は、主にコンビニエンスストア

における売上の減少及び前期期中に行った取引条件の見直しによる粗利高の減少による

ものです。特に中間期においてはその影響が大きいものの、下期においては、前期及び

上期の一括物流取組みによる物流コストの改善が寄与する見込であります。 

なお、連結決算につきましては、子会社の業績回復が見込まれるため、当期純利益に

おいては、前年並みの予想をしております。 
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